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改正少年法の課題と展望※
鷲　尾　祐喜義※※
1．はじめに
　現行少年法は，1949（昭和24）年1月1日より施行されたが，2009（平成21）年3月31日ま
での間に3度の改正をみている。1度目は，2000（平成12）年11月28日改正，翌年4月1日施
行，2度目は，2007（平成19）年5月25日改正，同年11月1日施行で，3度目が，昨2008（平
成20）年6月11日改正，7月8日施行ということで，この9年の問で3回もの改正があったこ
とになる。
　現行少年法の施行後，50年もの間全く改正の動きがなかったわけではないものの，ここ数年
間で3度もの改正があったのにはそれなりの理由がなければならないのは当然である。筆者
は，これまで改正の動き（改正案の公表），改正後の問題等でこれらの点についても論じてき
た経緯がある。（1＞本稿では，これまで論じてきたこと（2000年改正，2007年改正）を中心に再
度整理検討したうえで，この先の真の少年法制のあり方につき論ずるのを本旨とする。
2．改正少年法の概要
　（1）2000年改正法
　2000（平成12）年11月28日に衆参両議i院を可決成立した改正少年法は，翌2001（平成13）年
4月1日より施行された。
　その概要の柱は，追加改正を中心としたものだった。
　その主な点は，①検察官の審判手続きへの関与（少年法22条の2），②検察官の関与事
件における国選付添人（同22条の3），③観護措置期間の伸長（同17条，同17条の2・3），
④保護処分の終了後の取り消し（同27条の2），⑤被害者への審判結果の通知制度（同31
条の2），⑥検察官への送致可能年齢の引き下げ（同20条1項，同56条3項），⑦16歳以上
の重大事件についての検察官への原則逆送（同20条2項），⑧刑の緩和の限定（同51条2
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項・58条2項），⑨被害者等への記録の閲覧・謄写（同5条の2・3），⑩被害者等への意
見の聴取（同9条の2），等でこれらに関連して，裁判官による裁定合議制の採用（裁判所法
31条の4），年少少年の刑の執行（少年院法16条・10条の2），等について改正をみた。（2＞
　この改正での重要な柱とされたのが，i．少年事件における処分等の見直し，　iL少年審判
での事実認定手続きの適正化，iii．少年事件被害者に対する配慮の充実，の3点であった。
　　i．少年事件における処分等の見直し
　　　σり　少年に対する刑事処分の年齢幅が拡大されたこと。従来，少年の刑事事件に対する
　　　　刑事処分ために検察官に送致（逆送）決定できる年齢が，決定時16歳以上から行為時
　　　　14歳以上へと引き下げられた。それまで，少年法20条1項ただし書き（以下，条文の
　　　　みは少年法）により16歳未満の少年に対する検察官への送致は認められていなかった
　　　　が，この部分が削除されたことで，これらの少年に対する刑罰の適用が可能となつ
　　　　た。
　　　ω　殺人，傷害致死などの重大犯罪とされるものについて（故意犯罪での被害者死亡事
　　　　件等），16歳以上の少年は，検察官への送致を原則とする（20条2項）。又，18歳未満
　　　　の少年に対する無期刑の緩和を必要的なものから裁量的ものするよう改められた（51
　　　　条2項・58条2項）。
　　ii．少年審判での事実認定手続きの適正化
　　（ア）少年が犯した非行の事実認定の手続きについて，従来は，1人が原則だった少年審
　　　判を3人の裁判官による合議制が取り入れられた（裁判所法3！条の4第2項）。
　　（イ）故意犯罪での被害者の死亡事件や死刑，無期懲役・禁固若しくは短期2年以上の懲
　　　役・禁固に当たる犯罪について，非行事実を認定するために必要がある場合は，検察
　　　官を審判に関与させうるとした（22条の2）。又，検察官の関与が決定された場合
　　　　（22条の3）や検察官の抗告受理申立が受理された場合（32条の5）に付添人として
　　　の弁護士がいないときは，家庭裁判所が弁護士を選任することとした（22条の3）。
　　（ウ）少年を観護措置として少年鑑別所に収容して調査する期間について，最長8週間に
　　　　まで延長できるとした（17条4項・9項）。
　　iiL少年事件被害者に対する配慮の充実
　　（ア）少年犯罪の被害者に対して，これまでは認められていなかった事件記録の閲覧，謄
　　　写が一定の範囲であれ認められることになった（5条の2）。
　　ω　少年審判で，被害者等からの申し出があった場合は，その意見を聴取することに
　　　なった（9条の2）。
　　（ウ）家庭裁判所は，被害者からの申し出があった場合，少年審判の結果について通知す
　　　ることになった（31条の2）。
（2）2007（平成19）年改正法
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　この改正法は，2007（平成19）年5月25日，第166回国会において，　「少年法の一部を改正
する法律案」として提出されたものについて可決成立し，6月1日公布，同年の11月1日より
施行された。
　この改正法の概要は，低年齢非行少年への対応をはかることを柱とするものであった。第1
は，触法少年についての警察による調査権限が是認されたことである（6条の2～6）。第2
は，触法少年の故意による殺人事件については，児童相談所を経由して家庭裁判所に送致する
ことが原則となった（6条の7）。第3は，触法少年についても少年院送致が可能となった
（少年院法2条2項・5項）。第4に，保護観察中の少年が，その間に重大な遵守事項違反が
あった場合，保護観察所長が警告を発し，それでも警告に従わない場合には家庭裁判所が少年
院送致ほか施設収容の決定をすることができるようになった（26条の4，更生保護法67条）。
第5に，22条の2の第1項事件について少年鑑別所送致の観護措置がとられた場合には，家庭
裁判所は，職権で弁護士付添人を選任できるようになった（22条の2第2項）。
　上記の内容につき，重要な改正点につき整理しておく。（3）
　　i．触法少年への警察の調査権限
　　　（ア）警察官は，客観的な事情から合理的に判断して，触法少年であると疑われるだけの
　　　　十分な理由があると思われるような少年を発見した場合，必要に応じて事件の調査が
　　　　可能になった（6条の2）。
　　　Gf）警察官は，調査の必要性に応じて，少年，保護者または参考人を呼び出し，質問を
　　　　することができるようになった（6条の4）。
　　　（ウ）警察官は，触法少年に関わる事件の調査をするさい，必要に応じて，押収，捜索，
　　　　検証または鑑定の嘱託をすることができるようになった（6条の5）。
　　ii．触法少年の家庭裁判所への送致
　　　　都道府県知事または児童相談所長は，6条の6第1項1号（触法少年の故意による殺
　　　人事件）の規定により送致を受けた事件については，児童相談所を経由して原則，家庭
　　　裁判所に送致されることになった（6条の7）。
　　iii．触法少年の少年院送致
　　　　少年院の収容年齢について，改正前の少年院法は，入所者年齢を初等少年院で14歳以
　　　上，医療少年院で14歳以上と規定していたが，それぞれ12歳以上に改められた（少年院
　　　法2条2項・5項）。
3．2000（平成12）年改正への経緯
（1）1977（昭和52）年の中間答申まで
　第2次世界大戦の敗戦後，日本国憲法の施行を受けて，旧法体系からの脱皮が図られること
となったが，少年法も旧法からの改正法として，1949（昭和24）年，1月1日より施行され
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た。しかし，この時期は少年法の適用年齢が18歳未満で，現行の18，19歳の少年が本法の適用
を受けるようになったのは1951（昭和26）年1月1日からである。以後，少年法の改正を巡る
論議は，2000（平成12）年の改正が実現するまで続けられることになるが，最初の改正論議が
少年法への適用年齢が引きあげられたことに端を発したと言ってよかろう。この時期の論議の
中心をなすのは，社会の治安維持を図る上で同法では危険であるとし，年長少年については検
察側から検察官先議にすべきであるとするもので，これを契機にその後法務省全体での取り組
みへとつながってゆくことになった。ω
　以後，法務省は，1959（昭和34）年に少年法調査研究会を発足させ改正準備作業に入
り，1966（昭和41）年5月に「構想」および「構想説明」を公表するに至る。この内容は，旧
少年法への郷愁の強いものであった。1970（昭和45）年6月，法務省は，「要項」を公表し法
制審議会に諮問した。これについては，治安維持のための検：察・警察の権限拡大の考え方が強
くなっており，現行法の理念の後退を端的に示すものとなっていた。（5＞
　1975（昭和50）年5月，法制審議会少年法部会長名で，　「中間報告に盛り込むべき事項（試
案）」が公表され，1976（昭和51）年11月法制審議会で「中間報告」として可決成立し，1977
（昭和52）年法務大臣に答申された。その内容は，①少年の権利保護および検察官関与のため
の改革，②年長少年（18，19歳）に対する特別の取り扱い，③一定限度での捜査機関による不
送致を設ける，④保護処分の多様化・弾力化などを規定しあるいは推進する，等が盛り込まれ
ていた。㈲
　しかし，この「報告」は，先に公表された「要綱」を基本的に踏襲したものにすぎず，各方
面からの批判が相次ぎ改正が実現するところまでにはいたらなかった。
　（2）2000（平成12）年改正まで
　少年法改正の「中間報告」の答申が出されるまでに，少年非行は1964（昭和39）年に，戦後
第2のピークを迎えておりこの時期には，年長少年による銃器（ライフル銃，ピストル）を使
用した殺傷事件が発生している。とりわけ，1968（昭和43）年に発生した19歳の少年による盗
んだピストルにより4人を殺害のうえ，銃砲店に人質を取って立てこもり130発余を乱射した
事件は，世間を震憾させた事件として記憶に残る。（7）その後，1983（昭和58）年に少年非行の
第3のピーク（量的には2008年までで最高）を迎え，この時期には，1985（昭和60）年にいわ
ゆる「草加事件」が発生し，非行事実の認定が問題として取り上げられることになった。ま
た，1988（昭和63）年には，17～19歳の少年5人によるアベックを監禁して殺害するというむ
ごたらしい事件（大高緑地アベック殺人事件），翌1989（平成元）年は」6～18歳の少年4人
が女子高生を拉致監禁し，強姦し殺人のうえコンクリート詰めにした（女子高生コンクリート
つめ記入事件）という残虐な事件が発生した。1993（平成5）年には，山形明倫中学で起きた
「マット窒息死」事件が発生し，この事件でも，事実認定で大きな問題を提起することになっ
た。（8）
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　このような流れの中で，それまで動きの見られなかった改正の動きが1994（平成6）年頃か
ら始まったが，当時の少年事件を反映して，少年法の理念論争ではなく現行の少年法の基本理
念・構造を維持した上での非行事実の認定手続きの整備を目指したものであった。その論点の
中心は，非行事実認定手続改善のために，　［合議制，家庭裁判所の要請による検察官の審判出
席及びその権限，検察官の抗告，必要的・国選附添人の制度，非行事実審理のための観護措置
期間の伸長，不処分の一事不再理効，非常救済手続に関する規定の創設・整備などが挙げられ
ていた］。（9）
　1997（平成9）年，神戸市須磨区で起きた「酒鬼薔薇聖斗」事件は，14歳の少年による
ショッキングな猟奇事件として連日メディアで取り上げられたが，その翌年の1998（平成10）
年には，栃木県黒磯市で起きた13歳の中学生による女性教師をバタフライナイフで刺殺すると
いう事件を始めに，中学生によるナイフによる傷害，殺人事件が各地で発生し社会問題化した
年でもあった。なお，この年は，戦後の少年非行が迎えた第4のピークの年でもあった。ま
た，改正少年法が成立する2000（♀成12）年には，いわゆる17歳の犯罪としてマスコミに大き
く取り上げられた高校3年生による主婦殺人事件が5月に発生している。同じ月に，先を越さ
れたとして無職の少年による高速バスジャック事件が発生し人質となった主婦が刺殺されてい
る。その翌月には，高校3年生による金属バットでの母親殺害事件があったが，そのいずれも
が不可解な事件としてマスコミに興味本位に取り上げられたものばかりであった。この年は，
中学2年生（14歳）が下級生をナイフで殺害する事件，高校1年生（14歳）の少年による，隣
人の主婦らを殺傷する事件もあり，3人が死亡，3人が重傷を：負うという事件があった年でも
ある。（ゆ
　これら一連の少年犯罪が，大々的にマスコミに取り上げられることによって，市民の不安は
つのり，政府の少年非行対策は焦眉の的となった。1998（平成10）年，7月9日，法務大臣
は，法制審議会に少年法改正についての諮問することとなった。内容は，少年審判における事
実認定手続適正化のための裁定合議制の導入，検察官・弁護士附添人の関与する審理の導入，
観護措置期間の延長，検察官への抗告権付与，保護処分終了後における救済手続の整備，等で
あった。その翌年の1月11日，法制審議会は，法務大臣に諮問に対する答申を行った。これを
受けて，政府案として3月1日，　「少年法の一部を改正する法律案」として国会に提出した
が，第147回通常国会，衆議院の解散により廃案となった。
　2000（平成12）年9月，150回臨時国会において，　「少年法の一部を改正する法律案」（与党
案）として提出され，原案の一部が修正された後11月28日目成立したのが2000（平成12）年の
改正少年法である。
　本山正法は，翌年の4月1日置り施行されることになったが，制定手続きの間に，看過でき
ない重要な理疵があったことを指摘しておかなければならない。すなわち，重要な法改正であ
れば，それに応じた手続きの慎重さが求められるのが原則でなければならないはずである。こ
の民主主義の基本原則が，今回の改正に際しても極めて形式的，意図的運営の下に，あたかも
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国民の多くの声を生かしたかのごとき結論に導き出したのがこの改正にはかならない。このよ
うな国民の声を作り出したのが，政府の広報機関と堕した数多くのマスコミ，とりわけ，テレ
ビが，本件に限ったことではないものの国民を，ミスリードしている現状について今一度冷静
に考慮すべきである。（11）
　本改正は，周知のように議員による．立法であった。この改正案が国会で審議されたの
は，2000（平成12）年10月からのことであるが，それに先立つこと5ヶ月ほど前に，自民党か
ら共産党までの全党が賛成した「少年非行対策に関する件」（功への決議を基に与党三党（自
民，公明，保守）での提案であった。
　国会の審議に先立ち，衆・参両議院における法務委員会には，刑事法学，精神医学，弁護士
をはじめとして，合計25名が参考人として招致され，意見の陳述と委員からの質問に応じてい
る。これらのやりとりのあらましについては，例によってマスコミは，1977（平成9）年の14
歳少年による猟奇殺害事件の被害者である遺族の一人と，1993（平成7）年山形の明倫中学で
起きたマット死事件の被害者の遺族を取り上げたにすぎなかった。国会審議の場では，法制審
議会の審議を経ていないだけに，法務委員会での専門家の意見陳述の重要性はますはずであ
る。とりわけ，原案の再考や修正の必要性が語られた場合にこそ参考人招致の意味があるとい
うべきであるにもかかわらず，それらは一切顧慮されることはなかった。たとえば，瀬川晃，
同志社大学教授は年齢区分の見直しとか審判の方式とかについて法制審議会を開いて，心理学
者や社会学者等実務家の意見を聴取するなどの幅広い議論をしてもよかったのではないか，と
の意見が述べられているが，完全に無視されたままになっている。結論ありきの状況の中で，
参考人を招致して建設的意見の交換があったというアリバイ作りのためだけの国会への参考人
の招致，いわば，法案通過だけのための儀礼にすぎなかったことがはっきりしている。㈲衆議
院選挙を控えて，野党でさえ「反対すれば議席を減らす」という次元での対応に終始してお
り，基礎的な事項についての基礎的な知識さえもないままでの議員立法でこの先に大きな禍根
を残すことになった。（1の
　この改正法は，上述のように外形的，形式的には，民主的手続きを踏んでいることを疑うこ
とはできない。しかし，実体的には，明らかに民主主義的手続きを欠いたものであったと．いわ
ざるを得まい。この先の，国民の民度が問われることになった少年法改正と位置づけたい。
4．2007（平成19）年改正への経緯
　2000（平成12）年改正法は，本法施行後5年後に施行状況を国会に報告し，再検：討の必要が
あれば検討する旨の附則がつけられたうえでの成立だった。このように，問題を抱えたままで
の改正法の誕生であったにもかかわらず，本来，本法に求められている，再検討，運用の実態
等に関する検：証はなおざりのまま，（14）再度，前回にもまして問題の多い改正が強行された。そ
の背景として，前回の改正法施行後に発生した14歳未満の少年によるショッキングな事件がこ
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の改正につながったことは疑うべくもない。
　改正少年法施行後の2003（平成15）年7月，市内在住の中学1年生（12歳）長崎市市内の
スーパーの屋上駐車場から幼稚園児を突き落として殺害した事件があったが，その翌年の6月
には，佐世保市において小学6年生（11歳）の女児が同級生の女児をカッターナイフで殺害す
るという痛ましい事件が発生した。とりわけ，長崎市の事件後，時の国務大臣の鴻池大臣によ
る，「親を市中引き回しの上打ち首に」，の発言が報道されたさいは，各方面で多くの物議を
醸したものであった。
　こうした流れの中，2004（平成16）年9月，法務大臣は，　「触法少年による凶悪事件が相次
いで発生するなどしている現状に適切に対処するため」として，法制審議会に対して，「①触
法少年及び虞犯少年に係わる事件の調査，②14歳未満の少年の保護処分の見直し及び③保護観
察における指導を一層効果的にするための措置等を要綱（骨子）の内容とする少年法等の改正
に関する諮問がなされた」。㈲この諮問を受けて，法制審議会の「少年法部会」で審議され2005
（平成17）年2月に答申がだされ，これを受けて立案された改正案が第162回通常国会に提出
されたが，同年8月衆議院が解散されたことによって，審議未了のまま廃案になった。
　2006（平成18）年2月，再度，同様の法案が第164回通常国会に提出され，第165回臨時国会
での継続審議を経て打166回通常国会で，衆議院における一部修正の後2007（平成19）年5月
成立，同年11月施行となった。
　因みに，衆議院における一部修正は，①触法事件に係わる事件について，少年法上，警察が
調査を開始できる用件のより明確化と，虞犯少年に係わる事件についての調査の規定の削除，
②警察官による調査に関し少年の利益を養護するための新たな規定を設けること，③少年院に
送致可能な年齢に下限を設け，おおむね12歳とする，④保護観察中の者に対する措置につき，
遵守事項違反が新たな審判事由であることを明らかにする，⑤国選付添人の選任の効力失効に
関する規定の削除，等をその内容とした。（1の
　2000（平成12）年改正法が議員立法による，公聴会も開かれなければ，審議会にもかけられ
ない，形式的な国会への参考人招致という手続きのみで実現したのにたいして，2007（平成
17）年三正法は，手続き的には，法制審議会で審議された上での成立をみてはいる。しかしな
がら，ここでも決定的な不備があったことを指摘しておかなければならない。少年法自体が，
福祉的色彩を強く帯びた法であり，前回の改正でも福祉領域の専門家，実務家の意見が反映さ
れるべき改正であったが，今回は，前回にもまして彼らの参加は重要な意味を持ち，彼らの参
加は当然視されているはずであった。であったにもかかわらず，審議会委員のメンバーの実態
は，といえば「学者委員のほぼ全員が刑法・刑訴法研究者であり，少年法研究者はほとんどい
ず，児童福祉法研究者や児童福祉分野の実務家は全くいない。わずかに厚生労働省雇用均等・
児童家庭局家庭福祉課長が関係者として加わっているにすぎない。」ありさまで，少年法制と
福祉法制との両法制の根幹部分に係わる改正についてのまともな議論を期待する方が無理と言
うべきであった。なぜなら，だされた答申がすべてを語っているからである。従来からことあ
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るごとに，各方面で取り上げられ，批判にさらされてきた政府の各審議会あり方（委員の人選
等）が今回の法制審議会にもそっくり当てはまる現実は，憂慮すべき事項というべきである。
審議会のあり方についても，重要な一石を投じたのが2007（平成19）年改正と位置づけたい。
5．改正少年法の課題と展望
　（1）2000（平成12）年改正法
　2000（平成12）年改正の最大の争点であった，少年事件における処分等の見直しと少年審判
での事実認定手続きの適正化の二点について検討を加えておきたい。
　　①少年事件における処分等の見直し
　この改正で最大の争点であったのが，少年に対する刑罰適用年齢の引き下げである。従来ま
では，少年の刑事事件に刑事処分で対応するのが相当として検察官に送致（逆送）決定できる
年齢を，決定時16歳以上であったものを，行為時14歳以上に引き下げ（20条1項），殺人，傷
害致死等の重大犯罪とされるものについて，16歳以上の少年は，検察官への送致を原則とする
（原則逆送）（20条2項）。いわゆる非行少年の凶悪化，低年齢化の喧伝をうけた，非行少年に
対する厳罰化要求の国民世論の盛り上がりを受けての改正である。
　ここで，今一度整理しておかなければならないことは，国民を不安のどん底に陥れ，集団ヒ
ステリー的ともいえる状況を演出したマスコミの責任とは別に，冷静に少年非行の凶悪化，低
年齢化があったのか，若しくは現況をも含めてではあるのかが，検討されなければならず，そ
の上で，初めて改正の是非が問われることにならなければならないはずである。その検討の
末，その事実が判明した時点で，その具体的内容等の詳細が判明した段階で，初めて具体的対
策が講じられるべきで，でなければ具多的対応策などできるはずもないと言うべきで，それこ
そが原則と言うべきである。
　世上，報じられている少年非行の凶悪化，低年齢化は，科学的，論理的に検討すればそれが
全くの虚構であることが当時すでに判明していたはずである。（18）仮に，百歩譲って，少年非行
の凶悪化，低年齢化が認められたとして，なぜ，現行法では対応できないのか，その理由を納
得できる形で国民十分に説明した上で，少年法の不備は，この点であるということを科学的か
つ合理的に提示しなければならない責任が立法者に求められてしかるべきである。
　しかしながら，立法者は，少年非行の凶悪化，低年齢化という虚構にたって，何のためらい
もなく厳罰による非行防止策，権力による抑圧という施策を講じ，国民の求めに応じたかたち
をとった。この裏には，厳罰化改正をすることによって，国民の要望に応えることになると同
時に凶悪非行を抑止する効果があるとする極めて無知，かつ安易な姿勢が見て取れる。たとえ
ば，20条2項を新設する理由を求める質問者に対する答弁のなかで，現行少年法は，保護処分
優先の考えがとられており，検察官送致がかなり低い率となっており，被害者を死亡させると
いう重大な罪を犯したした場合は，少年であっても刑事処分の対象になるという原則を示すご
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とで，少年に対する自覚と自制がはかられる，とする発言などはその典型である。㈲このレベ
ルでの，国民の声を背景とした単純な応報感情的理由での改正がまかり通る不幸を国民自身が
何よりも理解できなければなるまい。
　そもそも，これまでの研究で厳罰と犯罪抑止効果との関係について因果関係があるとするよ
うな研究結果が報告されていないのが実情である。というよりも，確証がないというのが当面
の結論たらざるを得まい。筆者は，過去に改正少年法施行後の年少少年，触法少年による凶悪
犯罪の実態を検討した経験があるが，その抑止効果については何ら影響がなかったことを提示
しておいた。⑳
　なお，厳罰化改正の象徴的条項の20条2項に基づく，検察官への逆送決定の割合は，2004
（平成16）年3月31日までと比べて，それ以後ではかなりの増加率となっていることが報告さ
れているが，（2D予想されていたこととはいえ憂慮すべき事態の到来と理解せざるを得まい。
　改正の趣旨説明で，立法者は，少年法の基本理念を維持を念頭においたものであることを主
張していたが，その内容が公表された段階から激しい反対の声が上がったのは，こうなること
で少年法の基本理念が損なわれるとの懸念があったからに他ならない。
　これからの論議として，今一度原点に立ち返って，「少年の健全な育成」をはかると言うこ
とは，どういうことかを国民的議論として展開してゆくことが喫緊の課題として眼前にあるこ
とを主張したい。
　　②少年審判での事実認定手続きの見直し
　少年法は，言うまでもなく，刑法，刑事訴訟法の特別法の関係にある。従って，少年事件
は，まず原則として家庭裁判所に送致され（全高送致主義），審判は，1人の裁判官と少年と
が向き合って対話の形で行われるのが原則とされる。この原則に対して，少年事件の真実発見
の観点から複数（3人）の裁判官による合議制が可能となり（裁判処法31条の4第2項），ま
た，重大な犯罪に対しては，真実を解明するためとしての検察官の関与を認めた（2条の
2）。
　刑事裁判と一線を画すべき少年審判の場に，検察官を同席させなければならない理由
は，1985（昭和60）年の草加事件や1993（平成5）年に代表される事実認定を巡る争いに端を
発している。少年審判への検察官関与の実態については，件数的に多くはない。⑳しかしなが
ら，問題は，件数の多寡ではなく少年審判の質を変容させたことにつきる。しかも，このよう
な変質をもたらした最大の動機が，一義的に捜査機関の杜撰さにあったことが明らかになって
いるにもかかわらず㈲，表だった議論が未だに無いことがこの先の重要課題として残されてい
ることを指摘しておきたい。
（2）2007（平成12）年鑑正法
2007（平成12）年改正では，触法少年の少年院送致のみにつき言及しておく。
改正前少年法も，触法少年は，少年司法の対象だったが保護処分の選択肢として，少年院送
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致は認められてはいなかった。今回の改正により，これが可能になった。従来，触法少年は，
児童自立支援施設に送致されていたが，施設処遇の原則が解放処遇で，無断外泊を繰り返すで
あるとか施設からの逃亡という問題が指摘されており，また児童自立支援施設の運用そのもの
にも問題ありとされていたところではある。たとえば，職員が指導の過程において児童を死亡
させる事故を起こすとか，逆に入所児童らによる職員を絞殺する等の事件も発生しており，施
設現場での困難な状況が報告されていた。㈲この事実は，厳粛に受け止めておかなければなら
ないが，だからといって，刑事責任能力のない少年を少年院に入れなければならない必然性を
どこに求めうるのか，はなはだ疑問とせざるを得ないのではなかろうか。
　児童自立支援施設と少年院との設立目的の違いを認識していれば，このような乱暴な改正は
できるはずもなかったと言うべきである。児童自立支援施設は，文字通り児童の健全な発達を
支援するための福祉施設であるのに対して，少年院は，入所少年に対する強制的手段を通して
の矯正教育が基本である。従って，児童自立支援施設は，児童の福祉実現の観点から開放的環
境の下に，家庭的環境を作り出すべく職員と起居を共にした，疑似家庭とも言うべき家族舎生
活を原則としているのである。㈲低年齢少年であればあるだけ，少年に対する福祉的施策の重
要性，必要性が求められるぐらいのことは，専門家でなくとも理解不能なことではあるまい。
お粗末極まりないと言うべきである。そもそも，当時の，鴻池法務大臣の諮問機関が公表した
「少年非行対策のための提案」の内容の中に，少年院と児童自立支援施設との違いについて，
これらの機能自体が生活指導であり大差がないのだという，全くもっての不見識，無知を基礎
とした改正だったことを考慮すれば，⑳このような結果を導き出したのも当然ではある。
　刑罰適用年齢の16歳以上から14歳以上の引き下げ（20条1項），16歳以上の少年による重大
犯罪の原則検察官送致（20条2項）という前回の厳罰化改正の流れの一層の強化という形で今
回の改正をとらえるべきと考える。まさに，厳罰化改正の流れは，止まることを知らないまで
の早さでここ至ったとの感を強くする。早急の見直しが検討されなければ，文字通り少年法の
基本理念は，骨抜きにされかねない段階にまで来ているとの警鐘を強く鳴らしておきたい。
6．おわりに
　2000（平成12）年改正と2007（平成19）年改正のトレースを通して，その重要な問題点を洗
い出した。そのいずれもが改正と言うにはまるでほど遠い，改悪であることの理解ができるも
のばかりであったことを指摘できたと考える。というのも，周知のように，少年法が司法的機
能と福祉的機能の両面性をあわせ持った極めてバランスの取れた法として，高く評価されてお
り，実務の面でもそれが良く生かされているとの評価が定着していたはずである。その矢先
に，それが一転して，少年法の改正を通じての少年非行への，厳罰化対応へと大きく方向転換
がはかられてきた理由の一つに，1980年置から加速の度合いを増してきた，いわゆる新自由主
義的風潮が支配的になってきたことと軌を一にするということができそうである。競争万能主
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義が席巻する社会では，共生を是とするような雰囲気からはほど遠い，ぎすぎすした暖かみの
ない社会とならざるを得ない。優勝劣敗，敗者は，自己責任の結果であり，犯罪者は，刑罰を
受けるのが当然の報いであるとする社会的不寛容ともいえる状況が支配する時代を迎えた結果
がこのような流れを生みだしたと言うことがいえるのではないか。
　政府は，できるだけ小さくあるべきで，非生産的部門への出費は極力抑えるとの方針が，因
縁めいた言い方をすれば，少年法の改悪をも導き出したと言うことができそうである。犯罪少
年を，少年院に入所させるか少年刑務所に入所させるかは，少年の矯正教育の観点からは，極
めて重要事項であるはずのものが，安易に刑罰を科すことが少年の更生にとって望ましいこと
だとして，十分な検証さえも満足にせず刑罰適用の幅を広げることなどは，経済効率至上主義
を少年司法の場において実践しているのではないかとの疑念さえも生じさせることになる。㈲
その少年司法の現場では，いまや裁判官の質の変化と相まって，家庭裁判所調査官との連係プ
レイに影が差しはじめて来たことが指摘されるよう担って久しく，このような事態ともあい
まって，少年法の危機を迎えたと認識すべきといえるのではなかろうか。㈱児童自立支援施設
の問題にしても，施設職員の増員，職場環境の改善の手当をすれば少年法をいじるまでもない
ことなのである。このような視点に立った，改正少年法の見直しが急がれなければならない
が，その前段階として，まず求められなければならないこととして，よりよき社会政策を通し
ての「共生社会の確立」でなければなるまい。
注
（1）鷲尾祐喜義「少年非行と改正少年法」人間の福祉第15号（2004年2月）
　　同　　　　　「改正少年法の現状と課題」　　　同　17号（2005年3月）
　　同　　　　「第2次改正少年法の現状と課題」同　22号（2008年3月）等
（2）田宮裕・廣瀬健二編（2009年）『注釈少年法』（第3版）有斐閣22頁参照
（3）葛野尋之「少年法改正と少年保護立法」犯罪と非行160号（2009年5号）45頁参照
（4）鷲尾祐喜義「少年法改正の批判的考察」立正大学『短期大学部』紀要第12号41頁参照
（5）澤登俊雄（1972年）「少年法改正作業の歴史」『少年法改正』慶応通信128頁参照
（6）前注（2）21頁参照
（7）1965（昭和40）年，18歳の少年がライフルで2警官を殺傷，人質を取り銃砲店に立てこもり銃を
　乱射，1968（昭和43）年19歳の少年が盗んだピストルで4人を射殺（連続射殺魔事件）同心同頁参
　照
（8）同554頁以下参照
（9）同22頁参照
（1①　同560頁参照
α1）1997（平成9）年，神戸市で起きた連続殺傷事件の際アメリカに派遣されているあるテレビ局の
　女性記者のレポートで，　「アメリカでは，14歳でも死刑が適用される」ことを強調していたという
　ことだが，事実と反しておりこのような無知に基づく，もしくはこれに類する報道でどれだけの国
　民が影響を受けているかについての反省は，テレビメディアにはほとんど無いと言うべきであろ
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　う。斉藤豊治「ここがおかしい少年法改正」団藤重光他編（2000年）『改正少年法を批判する』27
　頁参照
（12）決議案の内容は，凶悪事件が後を絶たず国民が安心して暮らせるための社会を創り出すことを喫
　緊の課題とした上で，　「1．少年の健全育成という少年法の根本理念は堅持しつつ，現行少年審判
　の在り方について，実体的真実を解明し，事実認定を適切に行い，少年に正確な事実認識を与えて
　自覚と自省を促すものにすること。2：審判手続において，犯罪被害者の立場を尊重する制度を確
　保するとともに，被害者救済のための抜本的措置を検討すること。3．少年の処遇体系について
　は，少年の規範意識を醸成し，自己の責任を正しく理解させ，その健全育成を図る見地から，年齢
　問題，少年に関する処遇の在り方等を含め幅広く早急に検討すること。」となっていた。山本譲司
　　「刑務所内処遇に，少年の更生・再犯防止はあるのか」佐藤幹夫他共編（2007年）『少年犯罪厳罰
　三重はこう考える』洋県社119頁以下参照
（靭　鮎川潤「少年法改正とエビデンス・ペイスト・ポリシー」犯罪社会学研究第30号（2005年）21頁
（14）法務省は，2006（平成18）年6月，少年法附則第3条に基づいて，国会に対して法施行後の5年
　後に5年までの報告を行ったということであるが，報告文書は，改正法の概要を説明した上で，最
　高裁事務総局家庭局「平成12年改正少年法の運用の概況」に含まれている基本統計を示したもの，
　とされているが肝心の目的の趣旨の達成度とかの問題点が検討されているという様子は見られてい
　ない。圧注（3）46頁以下参照
㈲　川淵武彦，岡崎忠之「少年法の一部を改正する法律の概要」ジュリスト2007年9月15日号39ペー
　ジ参照
（16）同頁
（17）服部朗「児童福祉と少年司法との協業と分業一諮問第72号と法制審答申をめぐって一」犯罪と非
　行2005年5号35頁参照
（1鋤　鷲尾祐喜義「低年齢非行と少年法改正」人間の福祉第21号69頁以下参照，なお凶悪化について，
　同「改正少年法の現状と課題」人間の福祉第15号163頁参照
（瑚　本庄武「逆送決定の基準論」立命館法学第307号（2006年3号）
㈲　前壷（1溺9頁参照
（2⇒　前念（3）46頁参照
吻　同製で，2001（平成13）年4月1日からの5年までで，それぞれ30件，20件，26件，16件，8件
　で，件数的には多くないことがわかる。
㈱　草加事件が警察による証拠隠しによる典型的な冤罪事件であったが，この詳細につき，神山啓史
　「草加事件」潅注（11）書185頁以下参照
㈱　小林英義「触法少年の施設処遇一児童自立支援をめぐる諸問題一」司法福祉研究第4号（2004
　年）40頁以下参照
㈱　佐々木光郎「少年司法と児童福祉の施設処遇のあり方について」司法福祉研究第5号（2005年）
　10頁
㈲　服部朗（2006年）『少年司法における司法福祉の展開』成文堂240頁
伽　佐藤学「厳罰化のいみするもの」前結⑳書における対談での発言，44頁参照
鯛　村井敏邦「少年法の原点」同書66頁参照
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